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定期監査の結果について 

 

 

地方自治法第 199 条第 4 項の規定に基づき、定期監査を実施したので、同条第 9 項

によりその結果を提出し、かつ、公表する。 

 

 

記 

 

 

1 監査の対象  直方市農業委員会事務局 

 

2 監査の期間  令和 4年 1月  4日から 

令和 4年 1月 31日まで 

 

3 監査の要領 

今回の定期監査は、令和 3年度(令和 3年 11月末日現在)における農業委員会事務局

の所管に係る財務事務等を対象に関係資料の提出を求め、職員から説明を聴取し実施し

た。 

 

4 監査の結果 

農業委員会事務局は、事務局長（兼職）以下 5人（うち、会計年度任用職員 1人を含

む)の職員で構成されている。 

事務局の主な分掌事務は、農業委員会等に関する法律第 6条に規定されている農業委

員会の所掌に関する事項で、農地法等に基づく農地等の利用関係の調整・転用等の諸事

務、農業経営基盤強化促進法に関する事務、農業の担い手に関すること、農地等の斡旋・

利用調整、農地台帳・地図システムの整備、農業者年金に関すること等であり、これら



の業務を執行されている。 

 

（1）予算の執行状況等 

歳入は、予算現額 474万 4,000円に対し、調定額 17万 3,500円で、収入済額

は 17万 3,500円となっている。 

予算現額に対する収入済額の比率は 3.66％、調定額に対する収入済額の比率は

100.00％である。 

予算現額に対する収入済額の比率が低いのは、県支出金の県補助金では、農林水産

業費県補助金の農業費補助金で、機構集積支援事業費補助金等 449万 3,000円が未

収入のためであり、年度内には収入される予定である。 

歳出は、予算現額 1,171 万 7,000 円に対し支出済額 594 万 8,095円で、執行

率は 50.76％となっている。 

農業委員会事務局が、令和 3年 4月 1日から令和 3年 11月末日までの間に実施し

た主な事務事業に係る歳入歳出は、次のとおりである。 

歳入は、諸収入の雑入で、雑入の農業者年金業務委託手数料 17 万 3,500 円が収

入されている。 

歳出の主なものは、農林水産業費の農業費では、農業委員会費の報酬で、農業委員

14 人、農地利用最適化推進委員 7 人分の報酬 590 万円、需用費で、消耗品費 3 万

5,305 円、負担金補助及び交付金で福岡県農業委員会女性ネットワーク負担金

6,000円等が支出されている。 

農業委員会は、農業委員会等に関する法律第 6条第 1項の規定に基づき、農地法、

農業経営基盤強化促進法、その他法令によりその権限に属された事務を行っている。 

具体的には、農地法第 3条に基づく農地又は採草放牧地の権利委譲の許認可及び第

4・5 条に基づく農地転用に対する許認可や受理の決定、農業経営基盤強化法に基づ

く農用地の利用調整等である。 

また、農業委員会等に関する法律第 6 条第 2 項に基づく農地等の利用の最適化の

推進に関する事項として、担い手への農地集積・集約化の推進、遊休農地の発生防止・

解消、新規参入の促進、農地等の利用の効率化及び高度化の促進を推進している。 

これらの業務に伴う農業委員会の総会は、令和 3年 4月以降 8回開催されており、

その処理件数状況は、次表のとおりである。 

 

 

農業委員会処理件数状況 

  （令和 3年 11月末日現在） 

農地法関係 農 地 法 

関係以外 
計 

和解の

仲介 
標準賃借料 

3条 4条 5条 18条 その他 

13 0 17 9 12 0 51 0 
田 10,000円/10ａ 

畑  5,000円/10ａ 

 



また、農業者年金制度の加入推進活動、被保険者等の管理指導、農業者年金加入者・

受給者組織等が行う制度普及び活動に対する支援等を行っている。 

農業者年金制度については、国民年金の給付と相まって農業者の老後の生活の安定

及び福祉の向上等を図るとともに、令和 4年 1月 1日からは、35歳未満で認定農業

者に該当しないなど一定の要件を満たす方の保険料納付下限額が引き下げられた。 

さらに 4 月 1 日からは、農業者年金の受給資格開始時期の選択肢が広がるなど改

正される。より多くの人がより長く多様な形で働く社会へと変化する中、長期化する

高齢期の経済基盤の充実を図るため再構築された農業者年金の加入等の状況は、次表

のとおりである。 

 

農業者年金加入状況 

                       （令和 3年 11月末日現在） 

区 分 被保険者等 摘      要 

加 入 者 0人 
強 制 加 入 者 0人 

任 意 加 入 者 0人 

受 給 者 28人 

経 営 移 譲 年 金 14人 

経営委譲及び老齢年金 3人 

老 齢 年 金 11人 

 

（2）経理事務の手続き等について 

経理事務については、支出負担行為票、その他関係諸帳簿等照合検査の結果、いず

れも符合していた。 

また、備品については、備品票が添付されてないものが数点見受けられたが、台帳

と一致しており、概ね良好に管理されていた。 

 

（3）指摘事項について 

    次のような取り扱いが見受けられたので、適正に処理されたい。 

 

指摘項目 指摘の内容 指摘の根拠 監査委員意見 

決裁事務について 農地法第 4・5条に基
づく工事進捗状況報告
書・工事完了報告書に
おいて、決裁が会長の
ものと事務局長のもの
とが混在していた。 

直方市農業委員会事務局処務
規程第5条第1項 
事務局のすべての事務は、

会長の決裁を得なければな
らない。 

第 2項に事務局長が専
決することができる事
項が規定されているた
め、農業委員会で行う事
務処理の決裁権者を事
務局長とする場合は、そ
の内容が専決事項に該
当するものであるかを
確認し、規定に沿った事
務処理をされたい。 



以上が、農業委員会事務局に関する定期監査の結果である。 

農業委員会は、農業委員会等に関する法律、独立行政法人農業者年金基金法、農業経

営基盤強化促進法、農地中間管理事業の推進に関する法律、農地法に基づく農地の権利

委譲の許認可、農地転用案件への意見具申などを中心に農地に関する事務を執行してい

る。 

農業委員会は、法に基づき、市町村に設置が義務づけられている行政委員会であり、

農業委員と農地利用最適化推進委員で構成されている。農業委員は市町村長が議会の同

意を得た上で任命され、農地利用最適化推進委員は、農業委員会から委嘱されることと

なっている。 

全国的にも、農業者の高齢化、後継者不足、耕作放棄地（遊休農地）の増加など様々

な課題を抱えている。直方市でも、農地を維持できなくなった所有者から、「売りたい・

貸したい」という相談が増加しているが、所在や形状等において条件が不利な農地の相

談が多いため、マッチングに苦慮されている。耕作放棄地についても、草刈要望など苦

情相談が増加傾向にあり、現地確認や所有者の特定、保全管理指導等について業務負荷

が高まっている。 

また、農林水産省は農地情報等をインターネット上で公開するために「農地情報公開

システム」への移行を推進しており、直方市でも担い手への農地集積・集約化を加速し、

生産コストを削減していくため、システムの本格稼働を令和４年度に予定している。 

農業委員会は、地域ごとの実情を踏まえた農地法等に基づく公平な許認可の法令業務

や、農地等の利用の最適化の推進など各種業務に積極的に取り組むことで、今後ますま

す農業施策において重要な役割を担うものであり、今後も、農業・農業者の将来のため

に、更に研鑽を積まれ、公平・公正な事務の執行に努められるよう望むものである。 


